
  

１ 被保険者等の状況 

・ 被保険者数は減少する一方で、一人当たり医療費が高い前期高齢者の割合が増加 

    【被保険者数】 

本県 R1: 1,143 千人→R2: 1,118 千人（▲2.2％） 

全国 R1:27,107 千人→R2:26,478 千人（▲2.3％） 

   【前期高齢者の割合】 

本県 R1:45.8％→R2:46.4％ 

全国 R1:43.8％→R2:44.6％ 

２ 医療費の動向 

・ 高齢化等に伴い、一人当たり医療費は毎年２～３％程度増加。 

令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響で受診控え等が生じ、減少。 

  本県 R1 : 399,171 円（全国 378,939 円、全国 22 位）→ R2 : 390,192 円 

・ 県内における令和元年度の医療費水準（年齢調整後）の格差は 1.34 倍 

R1:最高：上郡町 459,708 円、最低：新温泉町 343,275 円 

 

    

 

 

    

 

     

 
 
 
 
 
 
                                             
                                                    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
   
 
 
 

 
 
 
 
 
 
  
 

 

  

 

１ 令和３年度 
・新型コロナウイルス感染症による保険料減免、傷病手当金の支給【R2.2～】 
・医療機関におけるオンライン資格確認（マイナンバーカードの保険証利用）の本格運用【R3.10～】 
・出産育児一時金の見直し（40.4 万円→40.8 万円に引上げ）【R4.1～】  

２ 令和４年度 
・子どもに係る保険料の均等割額の減額措置の開始（未就学児に係る均等割保険料について５割を公費により軽減） 
・保険料の賦課限度額の見直し（賦課限度額を 65 万円（現行：63 万円）に引き上げ） 
・財政安定化基金の使途拡充（都道府県の国保特別会計において決算剰余金等の留保財源が生じた場合に、市町村と協議 

の上、その一部を基金に積み立て、医療費の変動等に対応） 
・国保運営方針記載指定事項の追加（法定外繰入等の解消や保険料水準の統一に向けた議論について、令和６年度以降の 

都道府県国保運営方針に記載） 
 

 

 

１ 保険料の算定方法 

① 算定方式（市町数）  ※ 県内標準：３方式 

・現在４方式の２市（南あわじ市、豊岡市）についても、令和６年度までの３方式移行を目標に段階的に移行中  
  

 

 

 

② 賦課限度額（市町数） ※ 県内標準：政令基準と同額 

・令和３年度までに全市町が政令基準へ移行済 

 R1 年度 R2 年度 R3 年度 

政令基準 
96 万円 99 万円 99 万円 

39 40 41 

政令基準以外 
93 万円 96 万円 - 

 2  1  0 

 

２ 令和２年度における目標収納率の達成状況 

 ・本県の目標収納率は、保険者規模別に全国水準の収納率と比較して設定 
・収納率は、年々増加（本県 H27:93.11％→R1:94.14%、全国 23位）しており、全国平均（R1:92.92％）以上 

 ・令和２年度の規模別収納率では、約 61%の市町が目標を達成 
 ・さらなる収納率向上を目指し、口座振替やクレジットカード等自動引落としの原則化に加え、電子マネーやコンビニ 

収納等による納付方法の多様化を推進 
 

 

                

 

 

 

 

 

 

 R1 年度 R2 年度 R3 年度  資産割率 南あわじ市 豊岡市 

３方式 34 39 39 R2 年度 22.50 16.06 

４方式 7 2 2 R3 年度 16.86 14.40 

区分 
Ｒ２ Ｒ３ 

備考（下線：Ｒ２目標値を達成した市町） 
目標値 達成状況 目標値 

10 万人以上 94.5% 50.0%  (1/2) 93.5％ 神戸市、姫路市 

5 万～10 万人 94.6% 75.0%  (3/4) 94.7％ 尼崎市、明石市、西宮市、加古川市 

1 万～5 万人 95.1% 76.9% (10/13) 95.2％ 
洲本市、芦屋市、伊丹市、宝塚市、三木市、高砂市、川西市、
三田市、たつの市、丹波市、淡路市、南あわじ市、豊岡市 

3 千～1 万人 95.3% 55.0% (11/20) 95.5％ 

相生市、赤穂市、西脇市、小野市、加西市、猪名川町、加東市、
多可町、稲美町、播磨町、福崎町、太子町、上郡町、佐用町、
宍粟市、香美町、新温泉町、養父市、朝来市、丹波篠山市 

3 千人未満 97.1% 0.0% (0/2) 97.1％ 市川町、神河町 

合 計 － 61.0%(25/41)   

３ 保険料の算定方式及び収納率の状況 

１ 増減の状況（対令和２年度） 

令和３年度の加入者一人あたり保険料の県平均額は、対前年比ほぼ同水準で、 

増加は 20市町、減少は 21 市町となっている。 

 

 

 

 

 
  

 

２ 削減・解消すべき赤字（決算補填等目的の法定外一般会計繰入及び前年度繰上充用金

の増加分）の状況 

削減・解消すべき赤字の対象市町数及び金額等は減少傾向にあり、令和９年度までに

全市町赤字を解消することを目指している。 

                               （単位：百万円） 

区 分 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1 年度 R2 年度 

 決算補填等目的の法定外

一般会計繰入 
4,135 

（20） 

3,157 

（14） 

1,570 

（7） 

844 

（3） 

812 

（3） 

795 

（3） 

 繰上充用金（新規増加分） 1,541 

（2） 

1,238 

（2） 

0 

（0） 

19 

（1） 

197 

（1） 

286 

（1） 

削減・解消すべき赤字 
（ ）は対象市町数 

5,676 

（20） 

4,395 

（14） 

1,570 

（7） 

863 

（3） 

1,008 

（3） 

1,080 

（3） 

 

２ 令和３年度の保険料決定状況等 

国保制度の主な動き １ 被保険者及び医療費の動向 

資料１－１ 

※ 新温泉町は R2 年度新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影響を鑑みて引き下げた税率を元に戻したため大きく増加

（次点は豊岡市の 8.5%） 

R2年度 R3年度

－ 94,680 94,644 0.0

増加 新温泉町 62,301 71,232 14.3

減少 高砂市 100,237 93,415 ▲6.8

最
大

県平均

増減率
（％）

一人当たり保険料額（円）
市町名



  
  

  

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
   

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
  
 

 

１ レセプト点検の状況 

・ 一人当たり効果額は全国平均を下回っており、更なる取組が必要 

 区 分 H29 H30 R1 

一人当たり 

効果額（円） 

兵庫県 1,656 1,722 1,702 

全国 2,039 2,170 2,129 

効果率（％）※ 
兵庫県 0.53 0.54 0.52 

全国 0.69 0.73 0.69 

効果総額（千円） 兵庫県 2,055,354 2,050,111 1,954,842 

     ※効果額／診療報酬保険者負担総額 

２ 第三者求償事務の取組状況 

・ 損害保険関係団体との覚書の締結や申請書への記載欄の追加など、被保険者が申請しやすいよう取組を推進 

内    容 H30 R1 R2 

損害保険関係団体との傷病届の提出に関する覚書の締結 41 41 41 

第三者行為の疑いのあるレセプトを抽出し被保険者に確認 40 39 39 

保険者のホームページなどを活用した周知広報 37 40 41 

被保険者に送付する医療費通知等を活用しての周知 18 20 21 

療養費等の支給申請書に第三者行為の有無の記載欄を設定 34 37 38 

保健所等と連携して救急搬送や食中毒等の情報を把握 41 41 41 

３ 高額療養費等の申請勧奨の実施件数 

・ 申請漏れを防止し、必要な保険給付がなされるよう実施しており、件数の増加を図っている 

・ 高額療養費は 40 市町、高額介護合算療養費は 37 市町で実施 

内容 H30 R1 R2 

高額療養費 337,211(40) 343,391(40) 290,751(40) 

高額介護合算療養費 1,215(37) 1,380(37) 1,708(37) 

４ 適正な保険給付に向けた取組状況 

 

１ 糖尿病性腎症重症化予防の実施状況 

 ・ 「兵庫県糖尿病性腎症重症化予防ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」を活用した予防の取組は全市町が達成。 

   実施市町数 H28：13 → H29：25 → H30：39 → R1～：41 

 

・ 健診ﾃﾞｰﾀやﾚｾﾌﾟﾄﾃﾞｰﾀ等を活用した対象者の把握や段階に応じた適切な受診勧奨等の取組の推進が必要 

 ＜実施市町数＞ 

   受診勧奨  未受診者  R1：41 → R2：41  保健指導  未受診者  R1：32 → R2：34 

         受診中断者 R1：26 → R2：33        受診中断者 R1：17 → R2：25 

                                ﾊｲﾘｽｸ者  R1：24 → R2：26 

７ 糖尿病性腎症重症化予防に向けた取組 

１ 後発医薬品の使用割合（数量ベース） 

・ 使用割合は全国平均を若干下回っているが、上昇傾向にある 

区分 H30 R1 R2 

兵庫県 76.8％ 79.5％ 81.2％ 

全国 77.8％ 80.5％ 82.2％ 

 

６ 後発医薬品の使用促進 

 

１ 市町事務の標準設定等 

（１）被保険者証と高齢受給者証の一体化 

  一体証発行市町数 R2.8 月：４市町 → R3.12 月：21 市町 

（２）相対的必要給付の統一 

    出産育児一時金：40 万 8千円※（産科医療補償制度の適用のある分娩は 42 万円） 

    ※R4.1 月～健康保険法施行令改正後の額を本県の標準的な金額とする（改正前：40 万 4 千円）  

    葬祭費：５万円［R3 全市町統一済］ 

 （３）任意給付及び各種減免制度の標準化 

    市町毎の実情に応じて実施しており、各市町の取組に十分配慮しながら標準化に向け検討中 

９ 市町事務の標準化・広域化・効率化 

 

１ 重複・頻回受診及び重複服薬の訪問指導状況 

    訪問指導の実施市町数は、半数近くが未実施であるため、取組の拡大を図る必要がある。 

 

内容 
市町数 

H30 R1 R2 

重複受診 19 21 16 

頻回受診 17 18 14 

重複服薬 22 35 23 

８ 重複・頻回受診及び重複服薬に対する訪問指導 

単位：件数 

（ ）は市町数 

資料１－２ 

・ 全国平均を下回る状況が続いているため、新規対象者や受診率の低い世代へのアプローチが必要 

・ 地域によって実施率に大きな差が見られる 

１ 特定健診の実施率の推移 

   本県 H30：35.1％ → R1：34.1％（▲1.0 ﾎﾟｲﾝﾄ）→ R2:30.9％（▲3.2 ﾎﾟｲﾝﾄ） 

全国 H30：37.9％ → R1：38.0％（＋0.1 ﾎﾟｲﾝﾄ）→ R2:33.7％（▲4.3 ﾎﾟｲﾝﾄ） 

R2 年度 最高：香美町（45.1％）、最低：高砂市（19.6％） 

２ 特定保健指導の実施率の推移 

本県 H30：25.4％ → R1：26.6％（＋1.2 ﾎﾟｲﾝﾄ） → R2:26.8％（＋0.2 ﾎﾟｲﾝﾄ） 

全国 H30：28.9％ → R1：29.3％（＋0.4 ﾎﾟｲﾝﾄ） → R2:27.9％（▲1.4 ﾎﾟｲﾝﾄ） 

R2 年度 最高：上郡町（71.4％）、最低：芦屋市（8.9％） 

５ 特定健診・特定保健指導の実施状況 


